
■運用報告書に関するお問い合わせ先

みずほ投信投資顧問株式会社　営業管理部

0120-324-431（受付時間：営業日の午前９時～午後５時）

お客様の口座内容などに関するご照会は、お申込みされました
販売会社にお尋ねください。

弊社では、投資信託の基準価額に重大な影響を与えた事由が生じた場合等には、

その内容を右記ホームページに開示いたしますのでご覧ください。

東京都港区三田三丁目５番27号

http://www.mizuho-am.co.jp/

■ファンドの仕組み

下記は目論見書に表示された内容を簡潔に表示したものです｡

商 品 分 類 追加型投信／国内／債券

信 託 期 間 と

クローズド期間

2004年６月１日から無期限です。

なお、クローズド期間はありません。

運 用 方 針

わが国の物価連動国債に投資を行い、長期

的に、物価の動きに追随する投資成果を目

指して運用を行います。

物価の上昇から“ファンドの実質的な資産

価値”を守ることを目指します。

物価連動国債を中心とする組入公社債の平

均残存期間は、７年±３年程度とすること

を基本とします。

投 資 対 象

ＭＨＡＭ物価連動

国 債 フ ァ ン ド

ＭＨＡＭ物価連動国債マザー

ファンド受益証券を主要投資

対象とします。

ＭＨＡＭ物価

連 動 国 債

マザーファンド

わが国の物価連動国債を主要

投資対象とします。

主な投資制限

ＭＨＡＭ物価連動

国 債 フ ァ ン ド

外貨建資産への投資は行いま

せん。

ＭＨＡＭ物価

連 動 国 債

マザーファンド

外貨建資産への投資は行いま

せん。

分 配 方 針

毎期、原則として経費控除後の配当等収益

および売買益（評価益を含みます。）等の

全額を分配対象額の範囲とし、分配金額

は、利息収入相当分を中心とし、委託会社

が基準価額の水準、市況動向等を勘案して

決定します。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用しています。（ファミリー
ファンド方式とは、投資者の皆さまからお預かりした資金をまとめてベビー
ファンドとし、その資金をマザーファンドに投資することにより、その実質
的な運用をマザーファンドにて行う仕組みです。）

運 用 報 告 書（全体版）

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド
（愛称：未来予想）

第24期

（決算日　2016年９月26日）

　受益者（投資者）の皆さまへ

拝啓　時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、ご投資頂いております「ＭＨＡＭ物価連動国債

ファンド」は、2016年９月26日に第24期決算を行いまし

た。ここに、謹んで期中の運用状況をご報告申し上げます。

　なお、当ファンドが投資対象とするマザーファンドにつ

きまして、法令、諸規則に基づき直前の計算期間の運用報

告書（全体版）を作成・添付致しました。併せて、ご参照

頂きたく存じます。

　今後も弊社の投資信託に一層のご愛顧を賜りますようお

願い申し上げます。

敬具

　みずほ投信投資顧問株式会社は、2016年10月１日に新光投信株

式会社、ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社、みずほ信託銀

行株式会社（資産運用部門）と統合し、商号をアセットマネジメ

ントOne株式会社に変更する予定です（関係当局の認可等を前提と

します）。
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1－　　－

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

最近５期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額 参 考 指 数
債 券
組入比率

債 券
先物比率

純 資 産
総 額(分配落) 税込み

分配金
期 中
騰落率

期 中
騰落率

円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

20期（2014年９月25日） 11,843 0 3.1 10,395 2.9 95.8 － 62,722

21期（2015年３月25日） 11,741 0 △0.9 10,341 △0.5 96.9 － 68,879

22期（2015年９月25日） 11,571 0 △1.4 10,390 0.5 97.2 － 62,937

23期（2016年３月25日） 11,300 0 △2.3 10,346 △0.4 98.2 － 52,629

24期（2016年９月26日） 11,266 0 △0.3 10,339 △0.1 99.3 － 44,941

（注１）基準価額は１万口当たり。（以下同じ）

（注２）基準価額の騰落率は分配金込み。

（注３）△（白三角）はマイナスを意味しています。（以下同じ）

（注４）参考指数（単位未満は四捨五入）は『全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）』から算出した物価連動国債の適用指数について設定

日の前営業日を10,000とし、当社が指数化したもので、2006年９月10日以降については2005年基準に、2011年９月10日以降は2010年基準

に、2016年９月10日以降は2015年基準の同指数に基づき連続するよう調整を実施しています。（以下同じ）

（注５）当ファンドは親投資信託を組入れますので、債券組入比率および債券先物比率は、実質比率を記載しております。（以下同じ）

（注６）債券先物比率は買建比率－売建比率。（以下同じ）

（注７）純資産総額の単位未満は切捨て。

当期中の基準価額と市況推移

基 準 価 額 参 考 指 数 債 券
組 入 比 率

債 券
先 物 比 率騰 落 率 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％

（期　首）2016年３月25日 11,300 － 10,346 － 98.2 －

第

24

期

３月末 11,307 0.1 10,332 △0.1 90.4 －

４月末 11,306 0.1 10,303 △0.4 99.9 －

５月末 11,296 △0.0 10,313 △0.3 99.7 －

６月末 11,462 1.4 10,333 △0.1 99.8 －

７月末 11,450 1.3 10,346 △0.0 99.7 －

８月末 11,293 △0.1 10,350 0.0 99.6 －

（期　末）2016年９月26日 11,266 △0.3 10,339 △0.1 99.3 －

（注）騰落率は対期首比。

CS5_16249990_02_os7みずほ_MHAM物価連動国債F_運用実績.indd   1 2016/11/15   10:05:08



2－　　－

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

当期中の運用経過（2016年３月26日から2016年９月26日まで）

（注１）分配金再投資基準価額および参考指数（全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）から算出した物価連動国債の

適用指数）は、期首の値を基準価額に合わせて指数化しています。

（注２）期中、無分配または分配が実施された以前の期間は、基準価額と分配金再投資基準価額が重なって表示されています。

（注３）分配金再投資基準価額は、収益分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用

の実質的なパフォーマンスを示すものです。

（注４）分配金を再投資するかどうかについては、受益者さまがご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額によ

り課税条件も異なりますので、受益者さまの損益の状況を示すものではありません。

　「ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド」受益証券（以下「マザーファンド」といいます）への投
資を通じて、主としてわが国の物価連動国債に投資を行った結果、第17回や第18回物価連動国債の価
格は小幅に上昇した一方、残存期間の長い第19回や第20回物価連動国債の価格が下落したことなどか
ら、当ファンドの基準価額は下落しました。

【基準価額等の推移】
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△0.3％

【基準価額の主な変動要因】
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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

物価連動国債市況

　当期間の物価連動国債市場は、NOMURA物価連動
国債インデックス（総合）でみると、0.3％低下
しました。
　物価連動国債とほぼ同残存の固定利付き国債利
回りは、追加緩和期待を背景に７月末にかけて低
下しました。しかし、７月の金融政策決定会合で
現行の政策などについて、総括的な検証が９月に
実施される旨が発表されると、現行の金融政策が
見直されるとの思惑が高まり、利回りは上昇し、
マイナスに影響しました。
　期待インフレ率※は第17回、第18回物価連動国
債は小幅に上昇した一方、残存期間のやや長い第
19回、第20回物価連動国債は小幅に低下し、銘柄
によって差が生じました。

（※）��期待インフレ率＝物価連動国債とほぼ同残存年数の10年

長期国債との利回り格差（物価連動国債が償還までにど

れだけの物価上昇（年率）を織り込んでいるかを示す

値）

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

　前期の運用報告書に記載した運用の基本方針に基づき、マザーファンドの組入比率は期を通して高
位を維持しました。

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

　マザーファンドの運用の基本方針に基づき、物価連動国債を高位に組み入れた運用を継続しました。
なお、物価連動国債以外の公社債は組み入れませんでした。
　当期間の投資行動としては、新たに発行された第21回債を購入した一方、資金流出などに伴い第17回、
第18回物価連動国債を一部売却しました。また、2008年度までに発行された物価連動国債は割高と考
え投資を見送りました。この結果、平均残存期間は７年台で推移させ、組入比率は90％～100％程度で
推移させました。
　上記運用の結果、物価連動国債とほぼ同残存の固定利付き国債利回りが上昇したことなどがマイナ
スに影響し、基準価額は下落しました。

【投資環境】

（注１）期首を100として指数化しています。

（注２）NOMURA 物価連動国債インデックス（ NOMURA�

J-TIPS� Index）とは日本国が発行した物価連動国

債のみを対象とする投資収益指数です。

（注３）NOMURA物価連動国債インデックスは、野村證券株

式会社が公表している指数で、その知的財産権は

野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券

株式会社は、NOMURA物価連動国債インデックスの

正確性、完全性、有用性を保証するものではな

く、NOMURA物価連動国債インデックスを用いて行

われる、みずほ投信投資顧問株式会社の事業活

動・サービスに関し一切責任を負いません。
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【ポートフォリオ】
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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

〔組入上位銘柄〕

期首

順位 銘柄名 利率 償還日 比率

１ 第17回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2023/９/10 69.9％

２ 第18回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/３/10 16.6％

３ 第19回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/９/10 9.0％

４ 第20回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2025/３/10 2.5％

期末

順位 銘柄名 利率 償還日 比率

１ 第17回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2023/９/10 59.5％

２ 第18回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/３/10 17.2％

３ 第19回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/９/10 10.5％

４ 第21回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2026/３/10 9.2％

５ 第20回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2025/３/10 2.9％

（注）マザーファンドの純資産総額に対する債券組入比率。

　当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの
基準価額と参考指数の騰落率の対比です。

（注）参考指数は、全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）から算出した物価連動国債の適用指数。

【ベンチマークとの差異】
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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

　当期の収益分配金は、基準価額の水準、市況動向等を勘案した結果、分配を見送らせていただきま
した。なお、収益分配に充てなかった収益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。

［１万口当たりの分配原資の内訳］� （税込み）

項目
第24期

2016年３月26日～2016年９月26日

当期分配金 (円) －

（対基準価額比率） (％) －

当期の収益 (円) －

当期の収益以外 (円) －

翌期繰越分配対象額 (円) 1,267

（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分

配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金

額です。

（注２）円未満は切捨てており、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税込み）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、

ファンドの収益率とは異なります。

今後の運用方針

　物価連動国債市場は短期的に、全国消費者物価指数（除く生鮮食品）がマイナス圏で推移すると見
込むため、物価上昇期待が高まりにくいことから、もみ合う状況が続くと考えます。
　一方、日銀は９月の金融政策決定会合にて改めて全国消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比上
昇率の実績値が安定的に２％を超えるまで金融緩和政策を継続する方針を示しました。今後、長い目
でみれば金融緩和効果の浸透を通じて、徐々に物価上昇への期待が高まってくるものと考え、長期的
には底堅く推移する展開を想定します。

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

　当ファンドの運用方針に従い、マザーファンドの組入比率を高位に維持します。

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

　景気・物価動向、金融・財政政策や利回り曲線の形状、物価連動国債の銘柄分析等を通じ、ポート
フォリオを構築する方針です。物価連動国債を中心とする公社債の平均残存期間は６～８年程度を中
心とし、公社債の組入比率を高位に維持することを基本とします。

【分配金】
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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

１万口当たりの費用明細

項目

当期

項目の概要（2016年３月26日～2016年９月26日）

金額 比率

(a)�信託報酬 25円 0.219％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額（月末値の平均値）は11,352円です。

（投信会社） (10) (0.085) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準

価額の算出等の対価

（販売会社） (13) (0.115) 販売会社分は、交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、

購入後の情報提供等の対価

（受託会社） (�2) (0.019) 受託会社分は、信託財産の管理、投信会社からの運用指図の実行等の

対価

(b）売買委託手数料 － －
(b)売買委託手数料＝

期中の売買委託手数料

期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

(c)�有価証券取引税 － －
(c)有価証券取引税＝

期中の有価証券取引税

期中の平均受益権口数

有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

(d)�その他費用 0 0.002
(d)その他費用＝

期中のその他費用

期中の平均受益権口数

（保管費用） (－) (　�－) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管およ

び資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用） (�0) (0.002) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（その他） (�0) (0.000) その他は、ファンドの運営管理に係る費用等

合計 25 0.221

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の

簡便法により算出した結果です。なお、(b)売買委託手数料、(c)有価証券取引税および(d)その他費用は、当ファンド

が組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。

（注２）各項目毎に円未満は四捨五入してあります。

（注３）「比率」欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

CS5_16249990_03_os7みずほ_MHAM物価連動国債F_運用経過.indd   6 2016/11/15   10:05:10



7－　　－

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

主要な売買銘柄（2016年３月26日から2016年９月26日まで）

公社債

買 付 売 付

銘 柄 金 額 銘 柄 金 額
千円 千円

第21回利付国債（物価連動・10年） 4,146,664 第17回利付国債（物価連動・10年） 10,173,554

第18回利付国債（物価連動・10年） 1,063,257

（注１）金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。）

（注２）単位未満は切捨て。

（注３）国内の現先取引によるものは含まれておりません。

【ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドにおける主要な売買銘柄】

利害関係人との取引状況等（2016年３月26日から2016年９月26日まで）

当期中の利害関係人との取引状況

区 分

当 期

買付額等
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

売付額等
Ｃ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

金 銭 信 託 2,938 2,938 100.0 3,231 3,231 100.0

期中の売買及び取引の状況（2016年３月26日から2016年９月26日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
千口 千円 千口 千円

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド － － 5,950,852 7,785,200

（注）単位未満は切捨て。

当期中の利害関係人との取引状況

区 分

当 期

買付額等
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

売付額等
Ｃ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

公 社 債 4,146 999 24.1 11,236 533 4.7

金 銭 信 託 55,436 55,436 100.0 56,527 56,527 100.0

平均保有割合＝99.7％

※　平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該子ファンドの親投資信託所有口数の割合。

（注）金額の単位未満は切捨て。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人

とは、みずほ証券、資産管理サービス信託銀行です。

【ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】
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8－　　－

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド

組入資産の明細� 2016年９月26日現在

親投資信託残高

種 類
期 首（前期末） 当 期 末

口 数 口 数 評 価 額
千口 千口 千円

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 40,637,370 34,686,517 44,936,383

（注）単位未満は切捨て。

※　当期末におけるＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドの組入資産の明細は、14頁をご参照ください。

投資信託財産の構成� 2016年９月26日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 連 動 国 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 44,936,383 99.1
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 388,394 0.9
投 資 信 託 財 産 総 額 45,324,777 100.0

（注）金額の単位未満は切捨て。

資産、負債、元本及び基準価額の状況

2016年９月26日現在

項 目 当 期 末

(A) 資 産 45,324,777,636円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 304,094,287

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 連 動 国 債
マ ザ ー フ ァ ン ド(評価額)

44,936,383,349

未 収 入 金 84,300,000

(B) 負 債 383,495,927

未 払 解 約 金 275,444,143

未 払 信 託 報 酬 106,944,645

未 払 利 息 623

そ の 他 未 払 費 用 1,106,516

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 44,941,281,709

元 本 39,891,450,223

次 期 繰 越 損 益 金 5,049,831,486

(D) 受 益 権 総 口 数 39,891,450,223口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,266円

（注１）当期末における１口当たり純資産額 1.1266円

（注２）その他未払費用　　　　　 監査費用等を計上しています。

（注３）期首元本額 46,575,897,074円

期中追加設定元本額 1,191,337,195円

期中一部解約元本額 7,875,784,046円

損益の状況

（2016年３月26日から2016年９月26日まで）

項 目 当 期
(A) 配 当 等 収 益 △　　　 80,153円

受 取 利 息 7
支 払 利 息 △　　　 80,160

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △　 39,472,663
売 買 益 77,832,189
売 買 損 △　117,304,852

(C) 信 託 報 酬 等 △　108,051,406
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △　147,604,222
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △1,287,972,582
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 6,485,408,290

(配 当 等 相 当 額) (　4,420,535,633)
(売 買 損 益 相 当 額) (　2,064,872,657)

(G) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 5,049,831,486
(H) 収 益 分 配 金 0

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ＋Ｈ) 5,049,831,486
追 加 信 託 差 損 益 金 6,485,408,290
(配 当 等 相 当 額) (　4,420,631,998)
(売 買 損 益 相 当 額) (　2,064,776,292)
分 配 準 備 積 立 金 636,005,597
繰 越 損 益 金 △2,071,582,401

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含め

て表示しています。

（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは信託の追加設定の際、追加

設定した価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※　本運用報告書作成時点においては、当計算期間に係る当ファンドの監査は終了しておりません。
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9－　　－

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

－ 運 用 報 告 書（全体版） －

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

第13期

決算日：2016年９月26日

（計算期間：2015年９月26日～2016年９月26日）

　「ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド」は、2016年９月26日に第13期決算を行いました。

　ここに、当マザーファンドの第13期の運用状況をご報告申し上げます。

■マザーファンドの仕組み

信 託 期 間 2004年３月３日から無期限とします。

運 用 方 針

主としてわが国の物価連動国債に投資を行い、将来のインフレリスクを

ヘッジし、実質的な資産価値の保全を図りつつ、安定した収益の確保と

信託財産の中・長期的な成長を目指します。

投 資 対 象 わが国の物価連動国債を主要投資対象とします。

主な投資制限 外貨建資産への投資は行いません。

　みずほ投信投資顧問株式会社は、2016年10月１日に新光投信株式会社、ＤＩＡＭア

セットマネジメント株式会社、みずほ信託銀行株式会社（資産運用部門）と統合し、商

号をアセットマネジメントOne株式会社に変更する予定です（関係当局の認可等を前提

とします）。

CS5_16249990_05_os7みずほ_MHAM物価連動国債F_MHAM物価連動国債MF（表紙のみ）.indd   9 2016/11/15   10:05:14



10－　　－

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

最近５期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額 参 考 指 数
債 券
組入比率

債 券
先物比率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率
期 中
騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％ 百万円

９期（2012年９月25日） 12,213 5.5 9,948 △0.3 95.0 － 5,086

10期（2013年９月25日） 12,625 3.4 9,998 0.5 89.8 － 7,351

11期（2014年９月25日） 13,510 7.0 10,338 3.4 95.8 － 62,917

12期（2015年９月25日） 13,252 △1.9 10,333 △0.0 97.0 － 63,235

13期（2016年９月26日） 12,955 △2.2 10,282 △0.5 99.3 － 45,071

（注１）基準価額は１万口当たり。（以下同じ）

（注２）△（白三角）はマイナスを意味しています。（以下同じ）

（注３）参考指数（単位未満は四捨五入）は『全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）』から算出した物価連動国債の適用指数について設定

日の前営業日を10,000とし、当社が指数化したもので、2006年９月10日以降については2005年基準に、2011年９月10日以降は2010年基準

に、2016年９月10日以降は2015年基準の同指数に基づき連続するよう調整を実施しています。（以下同じ）

（注４）債券先物比率は買建比率－売建比率。（以下同じ）

（注５）純資産総額の単位未満は切捨て。

当期中の基準価額と市況推移

基 準 価 額 参 考 指 数 債 券
組 入 比 率

債 券
先 物 比 率騰 落 率 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％

（期　首）2015年９月25日 13,252 － 10,333 － 97.0 －

第

13

期

９月末 13,222 △0.2 10,333 0.0 97.4 －

10月末 13,223 △0.2 10,333 0.0 97.0 －

11月末 13,261 0.1 10,333 0.0 98.2 －

12月末 13,215 △0.3 10,339 0.1 96.6 －

2016年１月末 13,178 △0.6 10,337 0.0 96.8 －

２月末 12,905 △2.6 10,326 △0.1 98.0 －

３月末 12,977 △2.1 10,276 △0.6 90.4 －

４月末 12,980 △2.1 10,247 △0.8 99.9 －

５月末 12,973 △2.1 10,257 △0.7 99.7 －

６月末 13,168 △0.6 10,276 △0.5 99.7 －

７月末 13,158 △0.7 10,289 △0.4 99.7 －

８月末 12,982 △2.0 10,293 △0.4 99.6 －

（期　末）2016年９月26日 12,955 △2.2 10,282 △0.5 99.3 －

（注）騰落率は対期首比。
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

当期中の運用経過（2015年９月26日から2016年９月26日まで）

　主としてわが国の物価連動国債に投資を行った結果、物価連動国債市場が下落したことから、当

ファンドの基準価額は下落しました。

　当期間の物価連動国債市場は、NOMURA物価連動

国債インデックス（総合）でみると、3.26％下落

しました。

　日銀による国債買入の継続やマイナス金利付き

量的・質的金融緩和政策の影響から、物価連動国

債とほぼ同残存の固定利付き国債利回りが大幅に

低下したことはプラス要因となりました。一方、

本年１月下旬以降、為替が大幅に円高で推移した

ことから、輸入物価の押し下げが連想され、期待

インフレ率※は大幅に低下したことがマイナスに

影響し、全体ではこのマイナスの影響が上回りま

した。

（※）期待インフレ率＝物価連動国債とほぼ同残存年数の10年

国債との利回り格差（物価連動国債が償還までにどれだ

けの物価上昇（年率）を織り込んでいるかを示す値）

【基準価額等の推移】
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（注）参考指数は、期首の値を基準価額に合わせて指数化
しています。

【基準価額の主な変動要因】

【投資環境】

（注）期首を100として指数化しています。
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

　当ファンドの運用の基本方針に基づき、物価連動国債を高位に組み入れた運用を継続しました。な

お、物価連動国債以外の公社債は組み入れませんでした。当期間の投資行動としては、新たに発行さ

れた第21回物価連動国債を購入した一方、資金流出などに伴い第17～第19回物価連動国債を一部売却

しました。また、2008年度までに発行された物価連動国債は割高と考え投資を見送りました。この結

果、平均残存期間は７年～９年の間で推移させ、組入比率は90％～100％程度で推移させました。

　上記運用の結果、期待インフレ率が大きく低下したことを背景に物価連動国債が軟調に推移し、基

準価額は下落しました。

〔組入上位銘柄〕

期首

順位 銘柄名 利率 償還日 比率

１ 第17回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2023/９/10 61.9％

２ 第18回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/３/10 23.7％

３ 第19回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/９/10 9.3％

４ 第20回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2025/３/10 2.1％

期末

順位 銘柄名 利率 償還日 比率

１ 第17回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2023/９/10 59.5％

２ 第18回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/３/10 17.2％

３ 第19回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2024/９/10 10.5％

４ 第21回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2026/３/10 9.2％

５ 第20回利付国債（物価連動・10年） 0.1％ 2025/３/10 2.9％

（注）純資産総額に対する債券組入比率。

今後の運用方針

（市況見通し）

　物価連動国債市場は短期的に、全国消費者物価指数（除く生鮮食品）がマイナス圏で推移すると見

込むため、物価上昇期待が高まりにくいことから、もみ合う状況が続くと考えます。

　一方、日銀は９月の金融政策決定会合にて改めて全国消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比上

昇率の実績値が安定的に２％を超えるまで金融緩和政策を継続する方針を示しました。今後、長い目

でみれば金融緩和効果の浸透を通じて、徐々に物価上昇への期待が高まってくるものと考え、長期的

には底堅く推移する展開を想定します。

（今後の運用方針）

　景気・物価動向、金融・財政政策や利回り曲線の形状、物価連動国債の銘柄分析等を通じ、ポート

フォリオを構築する方針です。物価連動国債を中心とする公社債の平均残存期間は６～８年程度を中

心とし、公社債の組入比率を高位に維持することを基本とします。

【ポートフォリオ】
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

１万口当たりの費用明細

項目

当 期

項目の概要（2015年９月26日～2016年９月26日）

金額（円） 比率（％）

平均基準価額 13,103 － －

(a）売買委託手数料 － － (a)売買委託手数料＝
期中の売買委託手数料

期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

(b) 有価証券取引税 － － (b)有価証券取引税＝
期中の有価証券取引税

期中の平均受益権口数

有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

(c) その他費用 0 0.000 (c)その他費用＝
期中のその他費用

期中の平均受益権口数

（保管費用） (　　－) (　 －) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管およ

び資金の送金・資産の移転等に要する費用

（その他） (　　 0) (0.000) その他は、ファンドの運営管理に係る費用等

合計 0 0.000

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出

した結果です。

（注２）各項目毎に円未満は四捨五入してあります。

（注３）「比率」欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

期中の売買及び取引の状況（2015年９月26日から2016年９月26日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

国 内 千円 千円

国 債 証 券 4,146,664 19,483,902

（注１）金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。）

（注２）単位未満は切捨て。

主要な売買銘柄（2015年９月26日から2016年９月26日まで）

公社債

買 付 売 付

銘 柄 名 金 額 銘 柄 名 金 額

千円 千円

第21回利付国債（物価連動・10年） 4,146,664 第17回利付国債（物価連動・10年） 11,444,490

第18回利付国債（物価連動・10年） 7,014,812

第19回利付国債（物価連動・10年） 1,024,600

（注１）金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。）

（注２）単位未満は切捨て。

（注３）国内の現先取引によるものは含まれておりません。
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

組入資産の明細� 2016年９月26日現在

国内（邦貨建）公社債

Ａ　種類別開示

区 分

当 期 末

額面金額 評価額 組入比率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率

５年以上 ２年以上 ２年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％

国 債 証 券 42,097,000 44,744,756 99.3 － 99.3 － －

合 計 42,097,000 44,744,756 99.3 － 99.3 － －

（注１）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。

（注２）金額の単位未満は切捨て。

（注３）－印は組入れなし。

（注４）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

（注５）債券の格付けは、原則として、信用格付業者等より当該債券が取得している格付けであり、複数の信用格付業者等により格付けがある場

合は、その高い方を用いております。

Ｂ　個別銘柄開示

銘 柄
当 期 末

利率 額面金額 評価額 償還年月日

％ 千円 千円

国 債 証 券 第17回利付国債（物価連動・10年） 0.1 25,060,000 26,805,316 2023/９/10

第18回利付国債（物価連動・10年） 0.1 7,288,000 7,753,848 2024/３/10

第19回利付国債（物価連動・10年） 0.1 4,526,000 4,717,280 2024/９/10

第20回利付国債（物価連動・10年） 0.1 1,270,000 1,328,233 2025/３/10

第21回利付国債（物価連動・10年） 0.1 3,953,000 4,140,077 2026/３/10

合 計 42,097,000 44,744,756

（注）金額の単位未満は切捨て。

＊株式および新株予約権証券の保有はありません。

利害関係人との取引状況等（2015年９月26日から2016年９月26日まで）

当期中の利害関係人との取引状況

区 分

当 期

買付額等
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

売付額等
Ｃ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

公 社 債 4,146 999 24.1 19,483 533 2.7

金 銭 信 託 75,823 75,823 100.0 75,823 75,823 100.0

（注１）公社債には現先などによるものを含みません。

（注２）金額の単位未満は切捨て。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人

とは、みずほ証券、資産管理サービス信託銀行です。
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド

投資信託財産の構成� 2016年９月26日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％

公 社 債 44,744,756 99.1

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 411,003 0.9

投 資 信 託 財 産 総 額 45,155,759 100.0

（注）金額の単位未満は切捨て。

資産、負債、元本及び基準価額の状況

2016年９月26日現在

項 目 当 期 末

(A) 資 産 45,155,759,580円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 88,676,830

公 社 債(評価額) 44,744,756,454

未 収 入 金 320,430,600

未 収 利 息 1,895,696

(B) 負 債 84,500,181

未 払 解 約 金 84,500,000

未 払 利 息 181

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 45,071,259,399

元 本 34,791,358,478

次 期 繰 越 損 益 金 10,279,900,921

(D) 受 益 権 総 口 数 34,791,358,478口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,955円

（注１）当期末における１口当たり純資産額 1.2955円

（注２）期首元本額 47,716,286,588円

期中追加設定元本額 55,569,301円

期中一部解約元本額 12,980,497,411円

（注３）元本の内訳

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 34,686,517,445円

ＭＨＡＭ物価連動国債ファンドＶＡ〔適格機関投資家専用〕

104,588,403円

日本３資産ファンド（年１回決算型） 252,630円

損益の状況

（2015年９月26日から2016年９月26日まで）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 50,710,186円

受 取 利 息 50,744,051

支 払 利 息 △　　　　33,865

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 1,287,096,041

売 買 益 514,000

売 買 損 △ 1,287,610,041

(C) 信 託 報 酬 等 △　　　　　 303

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 1,236,386,158

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 15,519,551,969

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 17,853,699

(G) 解 約 差 損 益 金 △ 4,021,118,589

(H) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 10,279,900,921

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 10,279,900,921

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含め

て表示しています。

（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追

加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注４）(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約

価額を差し引いた差額分をいいます。
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